
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 APLA

1 事業の成果

2022年度は、新型コロナウイルス感染症 (COVID‐ 19)のパンデ ミック以降、久しぶ りにスタッフが

海外の活動地 (イ ン ドネシア、フィリピン)に渡航することができ、また国内での対面のイベン トヘの

参加も増えてくるなど、直接顔 と顔を合わせてコミュニケーションがとれることの喜びを噛み締めた 1

年でした。

国内では特に、開始から 2年 目となる「ぽこぽこバナナプロジェクト」を試行錯誤 しながら進めるな

かで、APLA会員やサポーターの皆さん以外にも、フー ドロスや廃棄されてしまう規格外のバランゴン

バナナの活用に関心を持ってくださる新たな方たちとのつなが りが多数生まれ、手応えを感 じています。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 41,117 】千円)

疋款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千 円)

地域 の 自立的
持 続 的 な 農
業 。経済活動と
社会 開発 プ ロ
グラム・プロジ
ェ ク トヘ の支
援事業 (地域づ
くり事業)

フィリピン・ネグロスの研
修農場を通 じた地域の農民
の支援

通 年

フィ リピ

ン・西ネ

グロス州

1人
州内の若

手農民
20人

10,025

東ティモールにおける地域
の水源保全 。在来種子の保
全の支援

通 年

東 テ ィモ

ーール 。 こ二

ルメラ県

1人

県内の農

民、子 ど

もたち

約 100人

インドネシアのエビ養殖池
周辺地域のゴミ回収活動の
支援

通年

イ ン ドネ

シア 。東

ジャワ州

お よび南

スラウェ

シ州

1人

エ ビ養殖

農民、養

殖池周辺

の住民

糸勺  1,000
世帯

ア ジア を 中心
とした国々・地
域 の 人 々 の 知
恵 と経 験 の分
か ち合 い を促
進 す る交 流 事
業 (交流事業 )

イン ドネシアのエビ養殖農
民 。環境 NGOと 日本の市
民 (APLA会員)のオンラ
イン交流

20224F:6

月

オンライ

ン (イ ン

ド ネ シ

ア、日本 )

2人

イン ドネ

シアのエ

ビ養殖農

「 1‐ 、 APLA
/ヽ
アヽ 貝

50人

767

フィリ
ナナ農
たちと

ピン・ネグロスのバ
:民 と日本の子 ども
のオンライン交流

2022`午:8

月

オ ンラン

(フ ィ リ

ピン、 日

2人

ネ グロス

の農民、

学童に通

30人



本 ) う子 ども

たち

福島県内の幼稚園・保育園
にバナナを届け、交流する
事業

通年
日本・福

島県
2人

福島県内

の幼稚園

児、保育

園児

約
人

1,400

この法人 の活
動の普及・拡大
や海外 の実態
を知 らせ る為
の広報 。出版事
業 (広報事業)

機関誌『ハリーナ』発行

2022有二8

月、 2023

年 2月

日本 1人
会員、協

力者

各 号 300
人・ 団体

1,373

『PtoPニ ュース』発行 隔 月 日本 1人

会員、協

力者、民

衆交易商

品購入者

約  8,000
人

キャンペーン 。ニュース発
行

2022 有三

12月
日本 1人

会員、協

力者

300人・団
体

市民講座 「新時代ピースア
カデ ミー」との共催講座

2022左|三 3

月 ～ 5

月 、 7月

～ 9月 、

202341三 3

月

オンライ

ン

1人
会員、一

般市民
30人

コー ヒー、バナナ、チ ョコ
レー トにつ い ての講座 開
催

通年
日本全国

各地
2人

生協組合

員、一般

市民

約 350人

団体会員組織 。小学校・高
校 。大学などで講演

通年

日本全国

各地、オ

ンライン

2人

小学生、

高校生、

大学生、

生協組合

員など

約
人

1,200

交 易 を通 じた
自立 と協 働 の

関係 を実 現 す
る為 の 民 衆 交
易 。フェア トレ
ー ド事業

民衆交易商品の販売 (ネ ッ
トショップ販売、会員制バ

ナナ宅配、イベン ト出店 )

通 年 日本 3人
会員、一

般市民
8,699

規格外未利用のバナナを活
用す るための事業

通 年 日本 1人
会員、一

般市民
1,635



食・晨 。開発・
民衆交易 な ど
に関す る調査
研 究 と政策提
言 な どの事業
(調 査研 究事

業)

フェアファイナンス・ガイ
ドジャパンの運営メンバー
としての活動

通年 日本 1人
ウェブ上

閲覧者

不特定多
数

587

海 外 の 自然災
害 。人為的災害
地域 への緊急
援助事業

フィリピンで発生した台風
被害への支援

2022`午 16

月 ～ 12

月

フィ リピ

ン・ネ グ

ロス島

1人

台風 の被

災地 の農

民

100人

1 828
パ レスチナヘの人道支援

2022`午18

月

パ レスチ

ナ
1人

農民支援

団体
20人

イン ドネシア・南スラウェ
シで発生 した洪水被害ヘ
の支援

2023`午12

月

インドネ

シア・南

スラウェ

シ州

1人
洪水の被

災地住民

約 400世
帯

特定非営利にかかわる事業の全般にかかる経費 16,203



2022年度 活動計算書

[税込](単位 :円 )

特定非営利活動法人APLA                 自 2022年 4月 1日  至 2023年 3月 31日

¬藤 諏 ざ
~~~~~… ~~~~~~~~~~~… ~~~~~~~~~=~=~~ニ

【受取会費】
正会員受取会費                      1,315,000
賛助会員受取会費                      448,000
【受取寄付金】
受取寄付金
【受取助成金等】
受取助成金
【事業収益】
売 上 高
委託事業費
【その他収益】
受取 利息
雑 収

経
益

収益 計
【経常費用
【事業費

(人件
給与 手当
法定福利費
通 勤 費
福利厚生費

人件費計
その他経費
売上 原価
業務委託費
プロジェク ト・サービス費
諸 謝 金
印刷製本費
旅費交通費
通信運搬費
消耗 品費
新聞図書費
交 際 費
水道光熱費
地代 家賃
諸 会 費
研 修 費
支払手数料
雑   費
賛同 。協力費

その他経費計
事業費 計

【管理費】
(人件費)

給与 手当
法定福利費
通 勤 費
福利厚生費

人件費計
(そ の他経費)

印刷製本費
旅費交通費
通信運搬費
消耗 品費
交 際 費
会 議 費
水道光熱費
地代 家賃
リース 料
委託報酬費
租税 公課
支払手数料
雑   費

その他経費計
管理費 計
経常費用 計

当期経常増減額
【経常外収益】

経常外収益 計
【経常外費用】

経常外費用 計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

4,195,934

3,934,721

10,420,607
14,666,676

476
23,259

常
】
】
費

11,311,518

6,821,436
1,916,681

11,886,525
95,911

366,410
943,357
619,599
193,730

2,750
5,000

197,988
1,635,348

120,000
215,600
306,819

628

______」 理型≧
25,337,782

35,004,673

36,649,300

4,467,963

_________________=`Ll,1=!=:L_:塾

`≧

:L__

△ 6,l12,590

0

∠ゝ 6,112,590
70,000

△ 6,182,590

9 112,283
398,699
720,536

_旦pとQQQ

1,500,208
194,720
199,849
15,000

1,909,777

3,900
20,484

137,437
155,661
16,500
65,840
65,988

545,112
273,240
455,400
665,000
146,399

_______L笙 塁
2,558,186

46,532,171

____=笙 過塑二旦二



書式第 13号 (法第28条関係)

2022年度 活動計算書

自 2022年 4月 1日  至 3月 31日

勘定科 日 全 体 非 収 益 軍 業 収益事業
【経常収益】
【受取会費】
正会員受取会費
賛助会員受取会費
受
受
受
受
事
売
委
そ
受
雑

ｌ
高
費
益
息
益

益
　
業
収
利

収
上
事
他
　
収

業
　
託
の
取

取寄付金】
取寄付金
取助成金等】
取助成金

1,315,

4,195,934

3,934,721

476
23,259

1,315,000
448,000

4,195,934

3,934,721

1,535,521
0

476
22,343

8,885,086
14,666,676

0
916

経 常収益  計 35,004,673 11,451,995 23.552,()78

【経常費用】
【事業費】
(人件費)

給与 手当
法定福利費
通 勤 費
福利厚生費

9

1

1,263,817
247,741
103,894
13,124

7,848,466
1,150,958
616,642
66,876

人件費計 11,311.518 1,628.576 9,682,942

プロジェク ト
諸 謝 金
印刷製本費
旅費交通費
通信運搬費
消耗 品費
新聞図書費
交 際 費
水道光熱費
地代 家賃

サービス費

雑   費
替同・協力者

(そ の他経費 )

売上 原価
業務委託費

費
費
料数

会
修
手払

諸
研
支

6,821,436
1,916,681

11,886,525
95,911

366,410
943,357
619,599
193,730
2,750
5,000

197,988
1,635,348

120,000
215,600
306,819

628
10.000

989,101
1,735,181

11,115,172
95,911
303,730
404,828
152,414

1,603
2,750
5,000

59,388
490,608

0

0

25,152
0

10.000

5,832,335
181,500
771,353

0
62,680

538,529
467,185
192,127

0

0

138,600
1,144,740

120,000
215,600
281,667

628
0

15.390.838 9.946.944その他経 費計 25,337,782
19_629.88(事業費 計 36,649,300 17,019,414

1,500,208
194,720
199,849
15.000

260,383
35,785
49,101
4.376

1,239,825
158,935
150,748
10,624

給与 手当
法定福利費
通 勤 費
福利厚生費

費
費

理
件

管
人

1.909.777 349.645 1.560.132人件費 計

(そ の他経費)

印刷製本費
旅費交通費
通信運搬費
消耗 品費
交 |

水道
地代
リー

委託
租税
支払
雑

費
費
費
賃

熱
家

際
議
光

ス 料
報酬費

公課
手数料

費

3,900
20,484
137,437
155,661
16,500
65,840
65,988
545,112
273,240
455,400
665,000
146,399

7,225

3,900
20,484
114,508
139,161
16,500

381,576
218,592
117,700
625,800

595
6,187

1_122_107 1_436.079その他経費計 2.558,186
管理 費 計 4.467,963 1,471,752 2,996,211
経 常費用 計 41.117.263 18,491,166 22,626,097
当期経常増減額 △  6.112.590 △  7.039.171 926.581

【経_常 外収益】
経 常外収 益  計

【経常外費用】
経 常外費用 計
絣 引前 当期正味財産増減額 △  6.112.590 △  7.039.171 926.581

70.000 70,000法人税 、住 民税 及び事 業税
△  7.039.171 856.581当期正味財産増減額 △ 6,182,590

前期繰越 正味財 産額 46,532,171 47,685,139 △  1,152,968
/ヽ  296_387次期繰越 正味財産額 40,349,581 40,645,968



書式第 15号 (法第 28条関係)

特定非営利活動法人APLA

2022年度 貸借対照表
[税込](単位 :円 )

202 3月 31日 現在

産  の  晋 の

禾:|・      E 金  額 禾斗    目 金  額

583,198
824,072

1,194,610
82,933
4,000

70,000

238,300

の

金

金
金
金

金

掛

払
受

り
受

買
未
前

預
仮

未払法人税等
未払消費税

46,532,171
△  6,182,590

40,349,581

________生 Q2_旦生望2_E:旦1¨ _

【正味財産】
前期繰越正味財産額
当期正味財産増減額
正

【流動資産】
(現金・預金 )

現金 預金

現金・預金 計
(売上債権 )

売 掛 金
売上債権 計
(棚卸資産 )

棚卸 資産
棚卸資産 計

流動資産合計

【固定資産】
(投資その他の資産)

投資有価証券
投資その他の資産 計
固定資産合計

41,687,967
41,687,967

337,876
337,876

42,521,694

825,000
825,000
825,000

495,851
495,851



2"2年度 活動計算書の注颯

1 ■曇な会針方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人会計基準協議会)によっています
`

(1)消 費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方式によっています。

2 事彙朋楓姜の状況

3 償逮等ポ‖納された寄付金などの内訳

使途などが制約された寄付金等の内訳 (正 味財産の増減及び残高の状況 )は 以下の通りです。

したがつて、当法人の正味財産40349.581円 のうち、使途が制約されていない正味財産は30.598032円 です。

4 日定
=産

の増餞肉訳

科 目 期首取得価額 | 取 e 減 少 期末取得価額 1 減価償 却累計額 期末帳簿価額

(投 資その他の資産 )

投資有価証券 8250001 8250001

8?5 oOO 825 oOO

飽理 L僣聾壁」盤脚里墜

広報 出版事業 ばこばこバナナP

収

高

事

売

委託事 業費

5その他収益

受取利息

, 受取会費

正会員受取会費

賛助会 員受取会賓

2受 取寄付金

3受取助成金

福利厚生費

人件費計

(2)そ の他経費

売上原価

業務委証費

プロジェクト・サービス費

諸謝金

印刷製本費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

会議費

水道光熱費

地代家賃

諸会費

研修費

支払手数料

贅同・協力贅

支払寄付金

租税公課

賃惜料

委
=報

酬費

リース料

減価償却費

書聞

際

新

交

(1)人 件費

給与手当

法定福利費

通勤費

科 目 事業全般 地域づくり事業 交流事業

|

民衆交易事業 調査研究事業 緊急支援事業資 事業部門計 管理部門計

特定非営希

にかかわイ

事業

|

。
|

:|

01
‐

1

…:|

:|



書式第 17号 (法第 28条関係)

2022年度 財産目録

特定非営利活動法人APLA [税込](単位 :円 )

2023年 3月 31日 現在日――……………………‐…………口…口…口
鵞褻箋蔀戸

…ローーーーーーーローーーーーーーー

【流動資産】
(現金・預金)

小日 現金
日本円
外貨

普通 預金
みずほ銀行
三菱UFJ銀行
ゆうちょ銀行
楽天銀行

定期 預金

城南信用金庫
現金 。預金 計

(売上債権 )

売 掛 金
ガヽ日 55イ牛

売上債権 計
(棚卸資産)

棚卸 資産
書籍、コーヒー他

棚卸資産 計
流動資産合計

【固定資産】
(投資その他の資産)

投資有価証券
閉オルター・ トレー ド・ジャパン

閉 JCA
投資その他の資産 計

固定資産合計
資産の部 合計

41,687,967

495,851
495,851

337,876
42,521,694

825,000
825,000

249,849
38,652

20,858,692
1,318,243
3,180,686
1,507,490

14,534,355

337 876

，
“

〈
Ｕ

43,346,694



2022年度 財産目録

特定非営利活動法人APLA [税込](単位 :円 )

2023年 3月 31日 現在
《負債の部》

【流動負債】
買 掛 金
mオルター・ トレー ド・ジャパン

未 払 金
給与
ヤマ ト運輸
近藤会計事務所
郵便事業会社

前 受 金
バナナくらぶ
りそなアジアオセアニア財団

預 り 金
源泉所得税
ソーラーシェアリング

仮 受 金
弔慰金

未払法人税等
未払消費税

流動負債 計
負債の部 合計

正味財産

583,198

783,629
21,619
16,500
2,324

194,610
1,000,000

39,283
43,650

4,000
70,000

238,300
2,92ヱ2_113

2,997,113

____=笙 豊隻旦上



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022 年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動 法人 APLA

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて ください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)氏   名

1
監 事

イチハシヒデオ 20221年 4月 1日

2023年 3月 31日

年   月    日

年 月 日市橋秀夫

2 o監
事

ヒキタ ミツコ 2022年 4月 1日

2023`年 3月 31日

年  月  日

年    月    日疋田美津子

o監
事

7)J-?)t* 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年

年

月

月

日

日赤松結希

′
４ 監 事

オオハシセイコ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年大橋成子

⌒

c.ジ
監事

カゲユウコ 2022年4月 1日

2023年 3月 31日

年   月   日

年 月 日鹿毛優子

′
０ 監 事

ノガワミオ 2022年4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年野川未央

⌒

健.ジ
監事

ヒロセヤスヨ 2022年 4月 1日

2023`年 3月 31日

年

年

月

月

日

日廣瀬康代

8
⌒

Qジ 監事
ホ リヨシエ 2022年4月 1日

2023`年 3月 31日

年  月  日

年  月  日堀芳枝

9 o監
事

ミノオア リヒロ 2022年4月 1日

2023年 3月 31日

年   月   日

年   月    日箕曲在弘

10 理事(D
クロイフリュウ

タ
2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年黒岩竜太



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

氏    名

1

一般社団法人グリーンコ

ープ共同体 (代表者 :代

表理事 。日高容子)

2

一般社団法人 BMW技術協

会 (代表者 :理事長・伊

藤幸蔵 )

3

生活共同組合絵スコープ
大阪 (代表者 :理事長・

音田正美)

4

一般社団法人三本松有
機 農 業 研 究 会 (代 表
者 :代 表理事会長 。大
内督)

5

秋山 澄兄

6

近藤 恵

7

安藤 真満子

8

前島 宗甫

9

出 口 雅子

10

伊沢 さゆ り

11

12

特定非営利活動法人 APLA


